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第三者割当増資の結果に関するお知らせ 

 

2021年８月11日及び2021年８月25日開催の当社取締役会において決議いたしました当社普通株式15,000株の第

三者割当による募集株式発行（第三者割当増資）につきまして、割当先であるエイチ・エス証券株式会社より当

社普通株式15,000株の割当に応じる旨の通知がありましたので、お知らせいたします。 

当社では、当社普通株式の福岡証券取引所Q-Boardへの上場に伴う公募による募集株式の発行に関連して、エ

イチ・エス証券株式会社を売出人として、当社普通株式15,000株の売出し（以下「オーバーアロットメントによ

る売出し」という。）を行いました。 

本第三者割当増資は、このオーバーアロットメントによる売出しに関連して、当社株主である山本敬介より借

入れた当社普通株式の返還を目的として、エイチ・エス証券株式会社に対し行われるものです。 

 

記 

 

１． 募集株式の発行概要 

(１) 募集株式の種類及び数 当社普通株式     15,000 株 

(２) 募 集 株 式 の 払 込 金 額 １株につき                      金 1,734 円 

(３) 払 込 金 額 の 総 額  金 26,010,000 円 

(４) 割 当 価 格 １株につき 金 2,060.80 円 

(５) 割 当 価 格 の 総 額  金 30,912,000 円 

(６) 増加する資本金及び資本

準 備 金 に 関 す る 事 項 

増加する資本金１株につき 

増加する資本準備金 1 株につき 

金 1,030.40 円 

金 1,030.40 円 

(７) 割当先及び割当株式数 エイチ・エス証券株式会社 15,000 株 

(８) 申 込 株 数 単 位  100 株 

(９) 申 込 期 日 2021 年 10 月 14 日（木曜日）  

(10) 払 込 期 日 2021 年 10 月 15 日（金曜日）  

(注) 払込金額は会社法第 199条第１項第２号所定の払込金額であり、割当先より払い込まれる金額は割当

価格（福岡証券取引所 Q-Board への上場に伴い発行した株式の募集並びに株式の売出しの引受価額と同額）

となります。 

 

２． 本第三者割当増資による発行済株式総数及び資本金の推移 

 現在の発行済株式総数 696,000 株   

 （現在の資本金      金 205,040,000 円）                         

 増資による増加株式数 15,000 株   

 （増加資本金   金 15,456,000 円）  

 増資後発行済株式総数 711,000 株   

 （増資後資本金 金 220,496,000 円）  

 

  



 

３． 手取金の使途 

本第三者割当増資の手取概算額30,912千円につきましては、公募による募集株式発行による手取概算額

199,080千円と合わせた手取概算額合計229,992千円について、2021年９月３日に公表した「有価証券届出書の訂

正届出書」に記載のとおり、①社債の償還、②開発資金、③運転資金（データ購入費、人件費、売掛金増加分）

に充当する予定であります。具体的には、以下を予定しております。 

 

①金融機関に対する社債の償還資金として22,000千円（2022年6月期：22,000千円） 

②開発資金は、新商品開発費用として60,000千円（2022年6月期：30,000千円、2023年6月期：30,000千円） 

③運転資金は、次のとおりです。 

（ⅰ）「SURFPOINT™データ」拡充・維持のためのデータ購入費45,000千円（2022年6月期：22,500千円、2023 

   年6月期：22,500千円） 

（ⅱ）今後の研究開発及び新サービス開発並びに既存サービスバージョンアップのための人件費64,000千円 

   （2022年6月期：22,000千円、2023年6月期：42,000千円） 

（ⅲ）売上増加に伴う売掛金の増加分20,000千円（2022年6月期：10,000千円、2023年6月期：10,000千円） 

 

なお、上記使途以外の残額については、事業拡大のための運転資金に充当する方針であります。 

 上記調達資金は、具体的な充当時期まで、又は具体的な資金需要が発生し、支払い時期が決定するまでは、安

全性の高い金融商品等で運用していく方針であります。 

 

 

以 上 




